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はじめに 

 

行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13 年法律第 86 号）が施行されて

から８年目を迎え、政策評価は、各府省のマネジメント・サイクルの中に着実に組

み込まれてきている。また、政策評価と予算との連携強化が図られるとともに、政

策評価が行政支出に係る無駄の削減に貢献する取組として位置付けられるなど、政

策評価は、従来にも増して、その機能の発揮が求められている。 

しかし、評価の質の向上、外部からの検証可能性の確保や国民への説明責任の徹

底など様々な課題を抱えており、政策評価の実効性の向上に向けて一層の取組が求

められている。 

政策評価は、政策を企画立案し遂行する各府省がその所掌する政策について自ら

評価を行うことを基本とし、総務省は、政策を所掌する各府省とは異なる立場から、

各府省が行った政策評価を点検することとされている。 

具体的には、総務省では、毎年度、各府省が実施した政策評価について、目標が

明確であるかなど評価として備えるべき水準に達しているか否かを点検するととも

に、評価の妥当性に疑問が生じた場合に、評価の内容に踏み込んで点検し、評価の

やり直し等の改善を求める取組を行っている。 

  本報告は、平成 21 年度における各府省の政策評価の点検結果を踏まえ、各府省の

政策評価の取組状況や今後の課題について取りまとめたものである。 

今後、各府省における政策評価に関する基本計画・実施計画の改定又は策定や政

策評価の実施に当たり、本報告が活用され、政策評価の一層の質の向上とそれを通

じた評価の実効性の確保に資することを期待するものである。 

 

（注）点検結果の詳細については、総務省のホ－ムページ（下記アドレス）を参照 

http://www.soumu.go.jp/hyouka/seisaku_n/kyakukan.html 

http://www.soumu.go.jp/hyouka/seisaku_n/kyakukan.html�
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